「解雇ルールの明確化」なる言葉は、「個人情報保護法」が「保護」の名のもとに言論の「管理」を推し進めようとするものであるのと同じように、言葉そのもののすり替えに他ならないわけですが、これまで判例によって一定の条件を必要としていた解雇について、規制緩和という形でルール化し解雇をしやすくすれば雇用の場が広がる、つまりクビを切り易くすれば雇用機会がふえるのだ、という考えに立っています。結果において、「働かせる自由」は大きく拡大していくでしょうが、私たちの「働く自由」は見事に狭められることにつながるでしょう。それと同時にいま進みつつあるのは、正規雇用を減らし非正規雇用に置き換えるやり方。いうまでもなく総人件費の抑制が狙いです。パートの年間所得は実質で正社員の三分の一といわれ、この大きな賃金格差を前提として事態が進んでいるわけです。私はこれまで北欧モデルとか､世界各国のさまざまなモデルを紹介しながら、雇用の規制緩和を進めるのならば、働かせる側にきちんとした義務を負わせる必要があるという主張を繰り返してきました。たとえば、同一労働同一報酬､また賃金・昇進・年金などすべて含めて条件が同一でなければならない。そういう枠組みがあってこそ､パートタイムとフルタイムの間で人々が自分のライフスタイルに応じて働き方を選べる。これはまさに「働く側の自由」だということです。この「働くものにとっての自由」という視点を欠いたまま､働き方のモデルとして外国の制度を真似ようとする考え方は結局､真の雇用創造につながることもないでしょう。「オランダモデル」と対比していかがですか。
長坂　ヨーロッパ各国も企業の競争力を向上させるために｢雇用の柔軟性｣を求める議論を行ってきています。ちなみにイギリスで「雇用の柔軟性」とは何かというと、アメリカと同じく、解雇をし易いシステムにすることです。一方同じヨーロッパでも、大陸側は別の考え方で、基本的に働く人たちの保護を前提にしたシステムができ上がっているため、労働の柔軟性とは「労働時間の柔軟性」という意味で主としてとらえられています。19. 小泉改革の具体的第一声で言えば、まさにアングルサクソン的なモデルを念頭にしているわけです。それに対するオルタナティブ（代替）として、ヨーロッパ大陸のシステムがいま一方で見直されているのだと思います。
内橋　「オランダモデル」の中で、中坂さんは改革を考える際、いつも「アメリカモデルを参考にして行うべきだという呪縛」にとらわれる日本という指摘をされていますが、まさにすべてアメリカン・モデルにとらわれ続けたのが九〇年代でした。アングロサクソン型の働き方は、背景にそれを可能にした社会の基盤があり、その中には市民社会の力とか、市場に対するきわめて強い制御力の存在があります。ですからイギリスではサッチャリズムの時代ですら、社会的給付、たとえば失業者に対する充分な給付、家賃への支援、児童手当などには手をつけることができなかった。市民社会の力がある程度まで成熟している世界でこそのアングロサクソン流でもあったわけです。日本の場合は逆で、市民社会の側に力が乏しい。そのなかで働かせる側の力だけが強くなっていく。大いに懸念されるところです。28 昨年一二月上旬に総合規制改革会議の最終提言が出ましたが、これを見ますと、すべての分野にそれぞれ競争原理を装置化するという考えに則っている。労働、教育・保育、医療など、各分野にバラバラに競争原理を導入しさえすればうまくいく、という考え方です。しかし、人間労働をそういう意味での市場に委ねていいのか。職なくば人間の尊厳もないわけで、「尊厳ある労働」という最も重要な、基本的な認識がここでは一〇〇%欠落しています。長坂　雇用問題というのは、人間とはどう生きるのかという問題てす。生き甲斐のある人生、働き甲斐のある仕事ができるようにするためにはどのようなシステムがいいのか、というところから発想して雇用問題を考えなければいけないのですが、

